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款 項 目
令和５年度
当初予算額

令和４年度
当初予算額

増減額 増減率

３ 27,664,662 25,752,272 1,912,390 7.43% 

１ 社会福祉費 27,664,662 25,752,272 1,912,390 7.43% 

１ 社会福祉総務費 205,629 201,227 4,402 2.19% 

２ 障害者福祉費 17,344,733 16,013,359 1,331,374 8.31% 

３ 高齢者福祉費 2,448,859 1,906,509 542,350 28.45% 

老人ホーム費 - 29,996 ▲ 29,996 　皆　減

５ 民生委員費 124,726 132,946 ▲ 8,220 ▲ 6.18% 

８ 介護保険事業費 7,540,715 7,468,235 72,480 0.97% 

27,664,662 25,752,272 1,912,390 7.43% 

福祉部 当初予算比較表(人事課所管の給与費を除く)  
（単位：千円）

民生費

合　　計
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１ 概 要 

 高齢、障害、子育て、生活困窮など福祉分野に関連する複合的な課題にワンストップで対応する

相談窓口を設置し、包括的な支援を実施する。また、地域における各相談支援機関等との連携体制

の構築、不足する社会資源についての検討及び新たな資源の創出に向けて取り組むとともに、地

域の福祉課題について必要に応じ相談支援機関等と連携して対応することで、地域を包括的に支

える体制づくりに取り組む。 

なお、財源については、改正社会福祉法に規定された「重層的支援体制整備事業」への移行準備

事業による国庫補助金を活用し、現在の多機関型地域包括支援センターによる包括的な支援を継

続するもの。 

 

２ 事業内容 

⑴ 事業内容 

市内 2箇所に「多機関型地域包括支援センター」を設置し、それぞれに配置する相談支援包括

化推進員（社会福祉士 ３名×２箇所）により、以下の（ア）から（カ）までの業務を行う。 

ア 相談者等に対する支援の実施 

イ 地域における各相談支援機関等との連携体制の構築 

ウ 相談支援包括化推進会議の開催 

エ 新たな社会資源の創出に向けた取組み 

オ 地域住民の相談を受け止める機能の構築と地域における福祉課題の把握 

カ 地域における福祉課題の解決に向けた検討 

 

  （令和５年度の主な取組） 

 

① 相談支援 

 

 

 

② 参加支援 

 

 

 

 

③ 地域づくり支援 

 

 

 

 

 

予 算 説 明 書 
事  業  名 予 算 額 

ページ 款 項 目 番号 

 
 

150～151 

3 
 

民生費 

１ 
 

社会福祉費 

1 
 

社会福祉 
総務費 

5-1 
多機関型包括的支援

体制構築事業費 

千円 

 

 ３７，２７３ 

・ 高齢、障害、子育て、生活困窮など、異なる分野の複雑かつ多様な課題に対応するた

め、福祉分野のみならず多分野の機関と連携した相談受け入れによる入口支援 

・ 分野別でなく世帯全体をコーディネートした出口支援 

 

・ 制度の狭間により生じる社会的孤立の防止に向けた取組み（中学校、高校での居場所 

づくり等） 

・ 個別支援や相談支援包括化推進会議を通して既存の支援制度以外の社会資源の検討 

  （社会福祉法人等の地域貢献や企業の地域活動との連携等） 

・ 相談支援包括化推進会議の開催を通じた、地域や各専門機関が抱える課題の把握、地域

づくりのための社会資源創出の検討及びネットワークの構築 

・ 専門職に向けた各分野の相談機関が連携するためのパンフレット・事例集及び、市民向

けのリーフレット、パンフレット等を活用した事業の普及啓発 
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⑵ 設置場所 （市内２箇所） 

①北多機関型地域包括支援センター（琴海地域包括支援センター内） 

   ②南多機関型地域包括支援センター（大浦地域包括支援センター内） 

 

⑶ 事業費内訳 

●委託料 ３７，１９３千円 

（委託料内訳） 

 

 ●旅費        ８０千円 

 

 

３ 財源内訳 

事業費 
財源内訳 

国庫支出金※ 県支出金 その他 一般財源 

千円 

３７，２７３ 

千円 

２７，９５４ 

千円 

- 

千円 

- 

千円 

９，３１９ 

    ※ 国庫補助率：事業費（３７，２７３千円）の３／４（生活困窮者就労準備支援事業費等

補助金） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

費目 金額（千円） 備考 

人件費 33,442 

相談員（社会福祉士）6名分 

※令和 3年度介護従事者処遇状況等調査における社会福 

祉士の全国平均給与月額 363,480円をベースに算出 

物件費 3,751 パソコン・コピー機賃借料、研修会講師謝礼金 等 

計 37,193  
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【参考】 
 

１ 個別相談実績                               【単位：人】 

区 分 

前年度からの 

継続支援者数① 
新規支援者数② 

支援者総数 

(①＋②) 

南多

機関 

北多

機関 
計 

南多

機関 

北多

機関 
計 

南多

機関 

北多

機関 
計 

月 

平均 

令和 2年度 130 65 195 162 181 343 292 246 538 44.8 

令和 3年度 41 42 83 120 226 346 161 268 429 35.8 

令和 4年度 

（12月末時点） 
38 39 77 115 136 251 153 175 328 36.4 

 

２ 相談支援包括化推進会議の開催実績 

区 分 
主 催 

（回） 

参 加 

（回） 
 合計（回） 

  参加者数

（人） (月平均) 

令和 2年度 90 92 182 （15.2） 1,145 

令和 3年度 112 50 162 （13.5） 1,481 

令和 4年度 

（12月末時点） 
70 65 135 （15.0） 1,613 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

個別会議 
 支援対象世帯の関係機関が集まり、 

・ 世帯情報の共有 

・ 課題の確認・整理 

・ 支援方針の検討・決定   など 

 

全体会議 
 多世代にわたる関係機関や地域の方が集まり、 

・ 地域課題や関係機関が抱える課題の抽出・整理 

・ 不足する社会資源創出に向けた検討 

・ 包括的な支援体制づくり    など 
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１　補助金

令和5年度
当初予算①

(千円)

令和4年度
当初予算②

(千円)

増  減
① - ②
(千円)

予  算
説明書
記載頁

129,281 124,234 5,047 

22 (21) 名

・プロパー 16 (16) 名 千円

・再雇用　 2 (2) 名 千円

・市OB嘱託　 2 (1) 名 千円

・嘱託 2 (2) 名 千円

708 708 - 

7,832 2,998 4,834 

768 784 ▲ 16 

2,612 2,637 ▲ 25 

10,689 19,905 ▲ 9,216 

151,890 151,266 624 

２　その他委託料

令和5年度
当初予算①

(千円)

令和4年度
当初予算②

(千円)

増  減
① - ②
(千円)

予  算
説明書
記載頁

男女共
同参画
推進費

11,458 10,796 662 125

社　 会
福   祉
総務費

46,969 41,695 5,274 151

障害者
福祉費 140 161 ▲ 21 155

高齢者
福祉費 10,909 10,909 - 159

児   童
福   祉
総務費

5,613 5,532 81 165

- 856 ▲856 特会

1,847 1,928 ▲81 特会

- 1,659 ▲1,659 特会

21,653 20,039 1,614 特会

1,471 1,579 ▲108 特会

100,060 95,154 4,906 

３　総計（１＋２）

251,950 246,420 5,530 金 額 2.24% 

深堀・香焼地区
※令和4年度から委託先を変更したことによる皆減

生活支援体制整備事業費
(4.2.1)

市内全域

要介護者配食サービス事業
費
(4.2.2)

香焼地区、三和地区、琴海地区

合　　　　　計

区　  　分
令和5年度
当初予算①

(千円)

令和4年度
当初予算②

(千円)

増  減
①-②=③
(千円)

増 減 率
③ ÷ ②

(％)

ファミリー・サポート・セ
ンター運営費
(3.2.1)

市内全域

介
護
保
険
事
業
特
別
会
計

短期集中型通所サービス事
業費
(4.1.1)

深堀・香焼地区、伊王島地区、三和地区
※令和4年度から委託先を変更したことによる皆減

総合支援配食サービス事業
費
(4.1.1)

香焼地区、三和地区、琴海地区

生涯元気事業費
(4.1.2)

生活困窮者自立支援費
(3.1.1)

市内全域

配食サービス費
(3.1.2)

香焼地区、琴海地区、三和地区

老人福祉センター・老人憩
の家運営費
(3.1.3)

香焼地区

区 分 備　考

合　　　　　計

女性つながりサポート事業
費
(2.1.13)

市内全域

総合相談支援事業

会長報酬等

事務費 仮移転費用等の減

5,577 

本所　計

地域福祉活動推進
事業

地区社協助成金@12,000×59地区

社会福祉会館維持
管理

ＮＢＣ３ｒｄビルへの仮移転に伴う共益費等の増

104,006 (103,792)

9,714 (9,562)

9,459 (4,732)

151

長崎市社会福祉協議会に対する助成等一覧表（令和５年度当初予算）

区 分 備　考

社
会
福
祉
総
務
費

長
崎
市
社
会
福
祉
協
議
会
補
助
金

(

3
.
1
.
1

)

管

理

運

営

費

事務局職員設置事業

4,432 (3,948)

地域福祉計画策
定に伴う時間外 1,670 2,200 ▲ 530 

事務局職員人件
費 127,611 122,034 
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１ 概 要 

障害者基本計画は、障害者基本法第 11 条第３項の規定に基づき、国、県の計画を基本とし、障害者

の状況等を踏まえ、策定することとされており、多分野（啓発・広報、保健・医療、教育・育成、雇用・就業、

生活環境、生活支援、情報・コミュニケーション など）において、障害者施策全般に係るそれぞれの方

向性を示す「長崎市障害者基本計画」の次期計画（計画期間：R６～R10）を策定する。   

 

２ 事業内容 

長崎市における障害者の実情、ニーズ、また、様々な障害福祉サービスを提供している事業所の実態

や障害者施策に関する意見等を的確に把握するため、障害者及び事業者に対するアンケート調査を実

施するとともに、その結果を分析・反映することにより、実行性のある計画を策定する。 

なお、計画の策定にあたっては、長崎市の附属機関である「長崎市障害者施策推進協議会」に意見を

聴くものとする。 
 

 ○計画策定スケジュール（予定） 
 

令和 5年 

 

 

 

 

4月 関連資料、データの収集・分析 

5～ 8月 アンケートの実施・分析（身体 1,500人、知的 250人、精神 250人、 

事業所 500） 

 8～12月 

 

計画素案の作成  

障害者施策推進協議会の開催（５回） 

パブリック・コメントの実施（１月） 

令和 6年 2月 計画策定 

 

３ 事業費内訳 

(1) 委託料  4,171千円 

アンケート調査（調査票作成、回収、集計、分析）、点字版・ＣＤ版計画書作成 

(2) 需用費  1,100千円（印刷製本費、消耗品費） 

計画冊子（200部） 

 

４ 財源内訳  

事  業  費 
財 源 内 訳 

国庫支出金 県 支 出 金 そ の 他 一 般 財 源 

千円 

５，２７１ 

千円 

－ 

千円 

－ 

     千円 

－ 

千円 

５，２７１ 

 

予 算 説 明 書 
事  業  名 予 算 額 

ページ 款 項 目 番号 

150～151 

3 
 

民生費 

１ 
 

社会福祉費 

2 
 

障害者 
福祉費 

1-1 
障害者基本計画 

策定費 

千円 
 

５，２７１ 
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１ 概 要 

  障害福祉計画・障害児福祉計画は、障害者総合支援法第 88条第 1項及び児童福祉法第 33条の 

20第１項に基づき、厚生労働大臣が定める基本方針に即して定めることとされており、障害児・者の福

祉サービス支援事業の量の見込み及び確保策等を定めた「長崎市障害福祉計画」の次期計画 

（計画期間：R６～R８）を策定するもの。 

   

２ 事業内容 

長崎市における障害者の実情、ニーズ、また、様々な障害福祉サービスを提供している事業所の実

態や障害者施策に関する意見等を的確に把握するため、障害者及び事業者に対するアンケート調査

を実施するとともに、その結果を分析・反映することにより、実行性のある計画を策定する。 

なお、計画の策定にあたっては、長崎市の附属機関である「長崎市障害者施策推進協議会」に意見

を聴くものとする。 
 

 ○計画策定スケジュール（予定） 
 

令和 5年 

 

 

 

 

 

4月 関連資料、データの収集・分析 

5～ 8月 アンケートの実施・分析（身体 1,500人、知的 250人、精神 250人、 

事業所 500） 

 8～12月 

 

 

計画素案の作成  

障害者施策推進協議会の開催（５回） 

パブリック・コメントの実施（１月） 

令和 6年 2月 計画策定 

 

３ 主な事業費内訳 

(1) 委託料  4,032千円 

アンケート調査（調査票作成、回収、集計、分析）、点字版・ＣＤ版計画書作成 

(2) 需用費   913千円 (印刷製本費、消耗品費) 

計画冊子 （240部） 

 

４ 財源内訳  

事  業  費 
財 源 内 訳 

国庫支出金 県 支 出 金 そ の 他 一 般 財 源 

千円 

４，９４５ 

千円 

－ 

千円 

－ 

     千円 

－ 

千円 

４，９４５ 

 

予 算 説 明 書 
事  業  名 予 算 額 

ページ 款 項 目 番号 

150～151 

3 
 

民生費 

１ 
 

社会福祉費 

2 
 

障害者 
福祉費 

1-2 
障害福祉計画 

策定費 

千円 
 

４，９４５ 
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障害者基本計画・障害福祉計画・障害児福祉計画について 

 

 

○法令上の根拠：障害者基本法（第 11条第３項）に基づく市町村障害者計画 

○計画期間：令和６～１０年度【５箇年計画】 ※第５期計画 

○性格：障害者施策全般にかかわる理念や基本的な方針、目標を定める基本的な計画 

○内容：多分野にわたる計画 

（生活支援、保健・医療、教育・文化芸術活動・スポーツ等の振興、雇用・就業、経済的自立の

支援、生活環境、情報アクセシビリティ、安全・安心、差別の解消及び権利擁護の推進、行政

サービス等における配慮） 

 

                                                     

 

                          

 

 長崎市障害児福祉計画 

長崎市障害者基本計画 

 

○法令上の根拠 

児童福祉法（第 33条の 20第１項）に基づ

く市町村障害児福祉計画 

○計画期間 

令和６～８年度【３箇年計画】 

 ※第３期計画 

○性格 

各年度における障害児通所支援等の必要

量の見込み、確保のための方策等に関す

る実施計画 

○内容 

各年度における障害児通所支援・障害児

相談支援の種類ごとの必要量の見込み及

び必要な見込量の確保のための方策等を

定める計画 

 

 

○法令上の根拠 

障害者総合支援法（第 88条第１項）に基

づく市町村障害福祉計画 

○計画期間 

令和６～８年度【３箇年計画】 

 ※第７期計画 

○性格 

各年度における障害福祉サービス等の必

要量の見込み、確保のための方策等に関

する実施計画 

○内容 

各年度における障害福祉サービス・相談

支援の種類ごとの必要量の見込み及び必

要な見込量の確保のための方策並びに地

域生活支援事業の実施に関する事項等を

定める計画 

 

長崎市障害福祉計画 
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１ 概  要 

  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づき、障害者・児が安心し

て地域生活を送れるよう、個々の障害程度や勘案すべき事項を踏まえ、個別に支給決定を行う「障

害福祉サービス」のうち、日常生活において必要な居宅介護や施設での日中活動支援などの給付

を行うもの。  

２ 給付費内訳                                             （単位：千円） 

サービス種別 サービス内容 
令和４年度 

当初予算① 

令和５年度 

当初予算② 

増 減 

（②－①） 

施設入所支援 
施設に入所する障害者に、夜間において、

入浴、食事などの介護等を行う ８７８，１４３ ９２８，５８８ ５０，４４５ 

療養介護 
医療と常時介護を要する障害者に、医療機

関で機能訓練、療養上の管理及び介護等の

日常生活上の世話を行う 

５９６，１５０ ６７２，６０２ ７６，４５２ 

生活介護 
常時介護を要する障害者に、日中におい

て、施設での入浴、食事などの介護等や創

作的活動、生産活動の機会を提供する 

２，８６６，８１３ ２，８５９，４２６ ▲７，３８７ 

重度訪問介護 

常時介護を要する重度の肢体不自由者、知

的・精神障害者に、居宅において入浴、食事

などの介護等や外出時における移動支援を

総合的に行う 

３１８，４１９ ４０６，９９６ ８８，５７７ 

重度障害者等

包 括 支 援 

常時介護を要する重度障害者のうち、意思

疎通を図ることが著しく困難な者に、重度訪

問介護、生活介護などの複数のサービスを

包括的に提供する 

３０７ ３２１ １４ 

居宅介護 
居宅において、入浴、食事などの介護等、

並びに生活等に関する相談やその他の生

活全般にわたる援助を行う 

６１４，８９０ ７１５，３４８ １００，４５８ 

行動援護 
知的・精神障害により行動上著しい困難を

伴い、常時介護を要する者に対し、外出時

における移動中の介護等を行う 

３３，６０９ ３０，９３９ ▲２，６７０ 

短期入所 
居宅で障害者の介護を行う者が疾病等によ

り介護できない場合に、施設等に短期間入

所させ、入浴、食事などの介護等を行う 

１３３，４６１ １１７，０４５ ▲１６，４１６ 

同行援護 
視覚障害により、移動に著しい困難を有す

る者に、外出時において同行し、移動に必

要な情報提供や介護等を行う 

６３，６８５ ７１，１２２ ７，４３７ 

合  計 ５，５０５，４７７ ５，８０２，３８７ ２９６，９１０ 

予 算 説 明 書 
事  業  名 予 算 額 

ページ 款 項 目 番号 

 
 

150～151 

3 
 
 

民生費 

１ 
 
 

社会福祉費 

2 
 

障害者 
福祉費 

 
 

2-1 介護給付費 

千円 

 

５，８０２，３８７ 
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３ サービスごとの延利用数 

サービス種別 単位 
令和４年度 

当初予算① 

令和５年度 

当初予算② 
増減（②－①） 

施設入所支援 日 
２１４，４９５ 

（６０３） 

２１１，４９５ 

（５９５） 

▲３，０００ 

(▲８) 

療 養 介 護 日 
５１，８２１ 

（１４８） 

５８，０５０ 

（１６６） 

６，２２９ 

（１８） 

生 活 介 護 日 
２６９，８４３ 

（１，２５８） 

２６１，９７８ 

（１，２２１） 

▲７，８６５ 

（▲３７） 

重度訪問介護 時間 
９４，８２４ 

（３２） 

１１４，８２０ 

（３４） 

１９，９９６ 

（２） 

重度障害者等包括支援 日 
３０ 

（１） 

３０ 

（１） 

０ 

（０） 

居 宅 介 護 時間 
１３６，９７７ 

（９３１） 

１４８，８４６ 

（９３２） 

１１，８６９ 

（１） 

行 動 援 護 時間 
４，８０６ 

（２２） 

３，９５７ 

（２２） 

▲８４９ 

（０） 

短 期 入 所 日 
１３，８３３ 

（１７４） 

１１，１０９ 

（１２６） 

▲２，７２４ 

（▲４８） 

同 行 援 護 時間 
１９，７９０ 

（１１９） 

２１，６６８ 

（１３６） 

１，８７８ 

（１７） 

※表中（ ）内の数字は実利用者の見込み人数 

 

４ 財源内訳  

事業費 

財 源 内 訳 

国庫支出金 

※１ 

県支出金 

※２ 
その他 一般財源 

     千円 

５，８０２，３８７ 

千円 

２，９０１，１９３ 

千円 

１，４５０，５９６ 

     千円 

－ 

千円 

１，４５０，５９８ 

 

※１ 国庫負担率：事業費の１/２（障害者自立支援給付費国庫負担金） 

※２ 県費負担率：事業費の１/４（長崎県障害者自立支援給付費県費負担金） 
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１ 概  要 

  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づき、障害者・児が安心し

て地域生活を送れるよう、個々の障害程度や勘案すべき事項を踏まえ、個別に支給決定を行う「障

害福祉サービス」のうち、自立生活に必要な就労支援や共同生活援助（グループホーム）などの給

付を行うもの。 
 

２ 給付費内訳                                             （単位：千円） 

サービス種別 サービス内容 
令和４年度 

当初予算① 

令和５年度 

当初予算② 

増 減 

（②－①） 

就労定着支援 

一般就労へ移行したことに伴う環境変化に

より生活面の課題が生じている障害者に、

相談を通じて生活面の課題を把握するとと

もに、企業や関係機関等との連絡調整やそ

れに伴う課題解決に向けて必要となる支援

を行う 

１２，８９０ １２，２６４ ▲６２６ 

就労移行支援 

一般企業等への就労を希望し、通常の事業

所への雇用が可能と見込まれる６５歳未満

の障害者に、生産活動、職場体験等の機会

の提供や、就労に必要な訓練を行う 

１０７，８５８ ９７，１１５ ▲１０，７４３ 

就労継続支援 

（A型・B型） 

一般企業等に就労することが困難な障害者

に、雇用契約等に基づき、就労や生産活動

等の機会を提供することにより、就労に必要

な知識及び能力の向上を図るための訓練等

を行う 

・A型：雇用型（最低賃金が適用される） 

・B型：非雇用型(最低賃金が適用されない) 

（A型）   

６９２，２７９ ８８５，９１０ １９３，６３１ 

（B型）   

２，１５３，７８５ ２，３８５，８９０ ２３２，１０５ 

自立訓練 
自立した日常生活や社会生活ができるよ

う、一定期間、身体機能や生活能力の維

持、向上等のために必要な訓練を行う 

１０５，７１１ １２１，４０４ １５，６９３ 

共同生活援助 
主として夜間に、共同生活住居で相談、入

浴、食事などの介護やその他日常生活上

の援助を行う 

１，２９１，６６６ １，３８７，７９０ ９６，１２４ 

自立生活援助 

施設やグループホーム等から一人暮らしへ

の移行を希望する障害者の地域生活を支

援するため、一定の期間にわたり、定期的

に居宅を訪問し、生活面や健康面などにつ

いて確認を行い、必要な助言や医療機関

等との連絡調整を行う 

１９７ １９７ ０ 

合  計 ４，３６４，３８６ ４，８９０，５７０ ５２６，１８４ 

予 算 説 明 書 
事  業  名 予 算 額 

ページ 款 項 目 番号 

150～151 

3 
 

民生費 

１ 
 

社会福祉費 

2 
 

障害者 
福祉費 

2-2 訓練等給付費 

千円 

 

４，８９０，５７０ 
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３ サービスごとの延利用数 

サービス種別 単位 
令和４年度 

当初予算① 

令和５年度 

当初予算② 
増減（②－①） 

就労定着支援 日 
５３９ 

（３８） 

５３３ 

（２７） 

▲６ 

（▲１１） 

就労移行支援 日 
１２，２９０ 

（６０） 

１０，６７１ 

（４９） 

▲１，６１９ 

（▲１１） 

就労継続支援 

（A 型・B 型） 
日 

（A型）   

７５，５６８ 

（２７３） 

８３，９２９ 

（３１８） 

８，３６１ 

（４５） 

（B型）   

３００，８９２ 

（１，３６０） 

３２１，１８８ 

（１，４３７） 

２０，２９６ 

（７７） 

自 立 訓 練 日 
１５，７７９ 

（７４） 

１６，１４９ 

（８４） 

３７０ 

（１０） 

共同生活援助 日 
２３３，９１１ 

（６５０） 

２２６，９８８ 

（６３１） 

▲６，９２３ 

（▲１９） 

自立生活援助 日 
２４ 

（１） 

２４ 

（１） 

０ 

（０） 

※表中（ ）内の数字は実利用者の見込み人数 

 

４ 財源内訳  

事業費 

財 源 内 訳 

国庫支出金 

※１ 

県支出金 

※２ 
その他 一般財源 

     千円 

４，８９０，５７０ 

千円 

２，４４５，２８５ 

千円 

１，２２２，６４２ 

     千円 

－ 

千円 

１，２２２，６４３ 

 

※１ 国庫負担率：事業費の１/２（障害者自立支援給付費国庫負担金） 

※２ 県費負担率：事業費の１/４（長崎県障害者自立支援給付費県費負担金） 
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１ 概  要 

  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づき、障害福祉サービスの

利用計画における相談及び作成や施設等から地域生活への移行に向けた支援等の給付を行うも

の。 

 

２ 給付費内訳                                             （単位：千円） 

サービス種別 サービス内容 
令和４年度 

当初予算① 

令和５年度 

当初予算② 

増 減 

（②－①） 

計画相談支援 

障害福祉サービス等利用計画についての相

談及び作成などを行い、障害者・児の自立

生活のための課題解決や適切なサービス

利用に向けて、ケアマネジメントにより支援

を行う 

２１５，８５４ ２３４，１０５ １８，２５１ 

地域相談支援 

入所施設や精神科病院等から退所・退院す

る者に対し、地域移行に向けての相談や支

援及び、移行後における緊急事態への対応

等を行う 

５，９７０ ５，６７４ ▲２９６ 

合  計 ２２１，８２４ ２３９，７７９ １７，９５５ 

 

３ サービスごとの延利用数 

サービス種別 単位 
令和４年度 

当初予算① 

令和５年度 

当初予算② 
増減（②－①） 

計画相談支援 人 
１４，２４４ 

(４，２９７) 

１４，６０６ 

(４，４０７) 

３６２ 

（１１０） 

地域相談支援 人 
４１７ 

(５４) 

４２９ 

(５６) 

１２ 

（２） 

※表中（ ）内の数字は実利用者の見込み人数 

 

予 算 説 明 書 
事  業  名 予 算 額 

ページ 款 項 目 番号 

 
 

150～151 

3 
 
 

民生費 

１ 
 
 

社会福祉費 

2 
 
 

障害者 
福祉費 

 
2-3 

相談支援等給付費 

千円 

 

２３９，７７９ 
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４ 財源内訳  

事業費 

財 源 内 訳 

国庫支出金 

※１ 

県支出金 

※２ 
その他 一般財源 

     千円 

２３９，７７９ 

千円 

１１９，８８９ 

千円 

５９，９４４ 

     千円 

－ 

千円 

５９，９４６ 

 

※１ 国庫負担率：事業費の１/２（障害者自立支援給付費国庫負担金） 

※２ 県費負担率：事業費の１/４（長崎県障害者自立支援給付費県費負担金） 
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１ 概  要 

  児童福祉法に基づき、療育や訓練等が必要な障害児に対する、日常生活の基本的動作の指導、

知識や技能の提供、集団生活への適応訓練などの通所サービスを提供するもの。 

 

２ 給付費内訳                                             （単位：千円） 

サービス種別 サービス内容 
令和４年度 

当初予算① 

令和５年度 

当初予算② 

増 減 

（②－①） 

居宅訪問型 

児童発達支援 

障害児通所支援を受けるために外出するこ

とが著しく困難な重度の障害児において、

居宅を訪問し、日常生活における基本的な

動作の指導、知的技能の付与等の支援を

行う 

１，８９７ １，９３５ ３８ 

児童発達支援 
障害のある未就学児に、日常生活における

基本的な動作の指導、知識技能の付与、集

団生活への適応訓練などの支援を行う 
４３１，２６６ ４９４，６０９ ６３，３４３ 

放 課 後 等 

デイサービス 

就学中の障害児に、放課後や夏休み等の

長期休暇中において、生活能力の向上の

ための訓練等を継続的に提供することによ

り、障害児の自立を促進するとともに、放課

後等の居場所づくりを推進する 

２，０２６，３１６ ２，３８６，３６５ ３６０，０４９ 

保育所等 

訪問支援 

保育士等が保育所等を訪問し、障害児に対

して、障害児以外の児童との集団生活への

適応のための専門的な支援を行う 
１３，６３３ ３８，２９２ ２４，６５９ 

高額障害児 

通所給付 

同じ世帯の中で複数の児童が障害児通所

サービスを利用する場合や、障害者総合支

援法に基づくサービスを併用する場合な

ど、世帯の負担上限額を超える場合、その

超えた額を支給する 

１，３３８ １，３３８ ０ 

合  計 ２，４７４，４５０ ２，９２２，５３９ ４４８，０８９ 

予 算 説 明 書 
事  業  名 予 算 額 

ページ 款 項 目 番号 

 
 

152～153 

3 
 
 

民生費 

１ 
 
 

社会福祉費 

2 
 
 

障害者 
福祉費 

3-1 障害児通所給付費 

千円 

 

２，９２２，５３９ 
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３ サービスごとの延利用数 

サービス種別 単位 
令和４年度 

当初予算① 

令和５年度 

当初予算② 
増減（②－①） 

居宅訪問型児童発達支援 日 
１８０ 

（３） 

１８０ 

（３） 

０ 

（０） 

児童発達支援 日 
３２，１９６ 

（４７２） 

３４，８１３ 

（５１０） 

２，６１７ 

（３８） 

放課後等デイサービス 日 
２０１，３６３ 

（１，３９５） 

２２１，０６９ 

（１，５５４） 

１９，７０６ 

（１５９） 

保育所等訪問支援 日 
８９７ 

（５８） 

２，６７１ 

（１７３） 

１，７７４ 

（１１５） 

高額障害児通所給付 人 
２４５ 

（３５） 

２４５ 

（３５） 

０ 

（０） 

※表中（ ）内の数字は実利用者の見込み人数 

 

４ 財源内訳  

事業費 

財 源 内 訳 

国庫支出金 

※１ 

県支出金 

※２ 
その他 一般財源 

     千円 

２，９２２，５３９ 

千円 

１，４６１，２６９ 

千円 

７３０，６３４ 

     千円 

－ 

千円 

７３０，６３６ 

 

※１ 国庫負担率：事業費の１/２（障害児入所給付費等国庫負担金） 

※２ 県費負担率：事業費の１/４（長崎県障害児通所給付費等県費負担金） 

 

【参考】サービス受給者数推移（児童発達支援及び放課後等デイサービス受給者計） 

平成30年3月 

（実績） 

平成31年3月 

（実績） 

令和 2年 3月 

（実積） 

令和 3年 3月 

（実績） 

令和 4年 3月 

（実績） 

令和 5年 3月 

（見込） 

９７８人 １，１８５人 １，３５１人 １，５７７人 １，９２２人 ２，０６４人 

 

-18-



 

長崎市障害福祉センター事業概要 

 【総事業費：５５８，７６２千円】 

（うち委託料：３４２，９８１千円） 
 
１ 目 的 

長崎市障害福祉センターは在宅障害福祉の拠点的な施設として、相談・療育・指導・リハビリテーション・スポ

ーツ・レクリエーションの各分野で専門性（医学的なものも含む）を有したサービスを総合的に提供することによ

り、障害者の社会参加及び自立を促進することを目的とする。 
 

２ 指定管理者 

（１）法 人 名  社会福祉法人 長崎市社会福祉事業団 

（２）所 在 地  長崎市茂里町２番４１号 

（３）事 業 開 始  平成４年４月１日（平成１８年４月１日から指定管理） 
 

３ 事業内容及び事業費一覧  

                                （単位：千円） 

事 業 名 内 容 
根拠法
等 

事業費【下段は うち委託料】 

R４年度 R５年度 増減額 

管理運営費 
法人運営業務、職員の人事、給与、福利厚生、経理

管理、庶務及び施設、設備の管理さらには各施設・

事業所との連絡調整業務を行う。 
 

43,978 46,432 2,454 

42,841 45,649 2,808 

身体障害者福祉 
セ ン タ ー 費 

障害者の各種相談、訓練、講習、教養、スポーツ・

レクリエーションなどのために施設の提供や指導、

手話通訳者の配置等を行う。 

身体障害

者福祉法 

122,769 117,636 △5,133 

122,769 117,636 △5,133 

障害児通所支援費 

未就学の障害児に対し、通所により日常生活におけ

る基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活

への適応訓練等を行う児童発達支援事業を実施す

る。（定員 45人） 

児 童 

福 祉 法 

112,276 111,803 △473 

22,057 26,956 4,899 

地 域 活 動 支 援 
センターⅡ型費 

地域において雇用・就労が困難な在宅障害者に対

し、機能訓練、社会適応訓練、入浴等のサービスを

行う。 

障害者総

合支援法 

8,203 7,661 △542 

8,203 7,661 △542 

相 談 支 援 費 
在宅の障害児（者）の各種相談に対し、在宅福祉サ

ービスの利用援助、社会資源の活用や福祉に関する

情報提供等を総合的に行う。 

障害者総

合支援法 

27,553 26,728 △825 

26,076 25,398 △678 

障害者就労支援 
相 談 所 運 営 費 

関係機関と連携を図りながら、障害者で就労中又は

就労を希望する者に対し、就労相談支援、雇用準備

支援、情報提供等を行う。 
市 要 綱 

3,522 3,411 △111 

3,522 3,411 △111 

診療所費  
小児科、整形外科の医師及び理学療法士等が、心身

障害児（者）に対し、診断・評価・訓練を行うとと

もに、地域や家族に対する支援を行う。 
医 療 法 

216,628 217,678 1,050 

100,746 98,453 △2,293 

障 害 児 等 
療 育 支 援 費 

在宅の重度障害児（者）、知的障害児（者）、身体障

害児の地域における生活を支えるため、外来・訪問

による療育等の指導、その他必要な支援を行う。 
市 要 綱 

9,301 9,552 251 

9,301 9,552 251 

機 能 訓 練 費 
病院や施設等を退院、退所した身体障害者が地域生

活を営むのに必要な機能訓練（リハビリテーショ

ン）を行う。（定員 20人） 

障害者総

合支援法 

17,614 17,861 247 

10,156 8,265 △1,891 

 

注）主な事業団収入 

・障害児通所支援にかかる障害児通所給付費等  84,847千円 

・機能訓練事業にかかる訓練等給付費等     9,596千円 

・診療所事業にかかる保険診療収入等      119,225千円   

事業費合計 561,844 558,762 △3,082 

うち委託料合計 345,671 342,981 △2,690 

(参考)事業団収入 216,173 215,781 △392 
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１ 概  要 

障害者の店「はあと屋」の運営を通じ、福祉的就労を行う障害者の社会参加の促進と、授産製

品の売り上げ向上、授産工賃アップを図る。 

また、国及び地方公共団体等に対し、障害者就労施設等からの物品等の優先調達や受注機会

の増大を図るための措置などを求めた「障害者優先調達推進法」に基づき、市内の障害者就労施

設等が供給する物品の調達を積極的に行うなど、長崎市の取り組みとも連携し、事業を推進す

る。 

 

２ 事業内容 

（１） 委託先 

チャレンジド・ショップはあと屋運営協議会 

（２） 店舗の場所 

万屋町ベルナード観光通り（約 60㎡） 

（３） 参加施設等 

市内 31事業所（令和 4年 12月現在） 

（４） 実施内容 

ア 授産製品の販売 

イ 製品別売上データの収集・分析 

ウ 授産施設等への売上データ・分析結果の情報提供 

エ インターネットによる消費者への商品情報提供 

オ 官公需拡大のための共同受注窓口 

カ オンライン販売 

 

（５） 事業費内訳 

ア 委託料         １０，５５４千円 

授産製品販売促進事業委託 

イ 使用料及び賃借料   ３，５６４千円 

 店舗借上料 

 

予 算 説 明 書 
事  業  名 予 算 額 

ページ 款 項 目 番号 

 

154～155 

3 

民生費 

1 

社会福祉費 

2 

障害者 

福祉費 

6-2 授産製品販売促進費 

千円 

 

１４，１１８ 

-20-



３ 財源内訳     

 

 

 

【参考１】 売上等の実績及び見込み                                  （単位：円）  

 
30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

令和 4年度 

見込 

はあと屋売上額 36,352,830 34,068,215 37,942,103 25,309,450 26,000,000 

月額平均工賃 20,771 20,376 23,075 23,270 － 

 

  

【参考２】活動内容別事業所数（令和 4年 12月現在）  

 
区 分 事業所数 割合(%) 主な作業内容 

物品製造

及び販売 

食料品 21 31.8 
パン、お菓子、農産物、食堂等における軽食

や食事の販売 

布製品 10 15.2 マスク、軍手、ウエス、エプロン、小物入れ等 

生活用品 20 30.3 石鹸、木工品、革製品、工芸品等 

農業用品 2 3.0 花苗、花等 

小 計 53 80.3  

役務の 

提 供 

印 刷 2 3.0 名刺、封筒、チラシ等 

役 務 11 16.7 
清掃、除草、データ入力、ホームページ等作

成、軽作業（箱折り等） 

小 計 13 19.7  

合 計 66 100.0  

※チャレンジド・ショップはあと屋運営協議会に加盟している事業所（31事業所）の活動内容 

※一つの事業所が複数の区分で活動している場合は重複して計算している。 

 

 

事  業  費 
財 源 内 訳 

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 

千円 

１４，１１８ 

千円 

－ 

千円 

－ 

千円 

－ 

     千円 

－ 

千円 

１４，１１８ 
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１ 概 要 

在宅の重度障害者又は重度知的障害者が容易に外出できるよう、重度障害者の福祉の増進を図る

ことを目的として、長崎市重度障害者福祉タクシー利用券を年間４８枚交付している。 

この利用券について、１回の乗車につき１枚までの使用制限を設定しているが、令和５年度から、対

象者の利便性の向上を図るため、制限を廃止する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 対象者 

ア 身体障害者手帳の交付を受けた者で、等級が１級又は２級に該当する障害があるもののうち、車

椅子を常時利用しているかた 

イ 療育手帳の交付を受けた者で、障害の程度が最重度又は重度のかた 

ウ 身体障害者手帳の交付を受けている視覚障害者で、所得税の非課税世帯のうち、次のいずれか

に該当するかた 

(ア) 視覚障害１級で夫婦のみ又は単身者の世帯 

(イ) 介助者が高齢で外出時の介助が困難な世帯 

(ウ) 日中に介助者が不在で障害者のみとなる世帯 

⑵ 助成内容 

１人あたり年間４８枚綴りのタクシー利用券を交付する。 

［券種］ 

福祉仕様車及び普通タクシーを利用した場合     額面  ５００円 

リフト及び寝台が装備されたタクシーを利用した場合 額面１,３７０円 

 

 

予 算 説 明 書 
事  業  名 予 算 額 

ページ 款 項 目 番号 

154～155 

3 

民生費 

１ 

社会福祉費 

2 

障害者 

福祉費 

10-1 
重度障害者福祉タクシー 

利用助成費 

千円 

 

１１，９６９ 

３ 助成実績及び見込み 

内訳 
車椅子利用者 療育手帳所持者 視覚障害者 

合計 
500 円 1,370 円 500 円 500 円 

令和３年度 

（実績） 

A 

人数 230 人 83 人 55 人 368 人 

使用枚数 4，657 枚 2,432 枚 2,035 枚 9,124 枚 

（一人あたり） （20 枚） （29 枚） （37 枚） － 

助成額 2,990,960 円 1,216,000 円 1,017,500 円 5,224,460 円 

令和５年度 

（見込み） 

B 

人数 232 人 83 人 55 人 370 人 

使用枚数 11，136 枚 3,984 枚 2,640 枚 17,760 枚 

（一人あたり） （48 枚） － 

助成額 7,990,080 円 1,992,000 円 1,320,000 円 11,302,080 円 

差（B-A） 助成額 4,999,120 円 776,000 円 302,500 円 6,077,620 円 
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４ 事業費 

（１）事業費合計  11,969 千円 

（２）事業費内訳 

ア 需用費      666千円 

利用券印刷費 

イ 扶助費    11,303 千円 

 

５ 財源内訳 

事 業 費 
財 源 内 訳 

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 

千円 

１１，９６９ 

千円 

- 

千円 

- 

千円 

- 

千円 

- 

千円 

１１，９６９ 
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１ 概 要 

障害者が交通機関を利用することにより、社会的活動の参加の機会を増やし、もって障害者の自立

を図ることを目的として、次の対象者に対し、5,000 円程度の交通費助成を行う。 

【対象者】 

ア 令和５年度内で満７０歳未満のかた 

   身体障害者手帳（１級から３級）、療育手帳、精神保健福祉手帳の交付を受けたかた 

イ 令和５年度内で満７０歳以上のかた 

   身体障害者手帳、療育手帳、精神保健福祉手帳の交付を受けたかた 

２ 助成実績及び見込み                                              （単位：人） 

 

３ 事業費 

（１）事業費合計  111,471 千円 

（２）事業費内訳 

ア 需用費  4,506 千円 

利用券、利用券引換ハガキ、IC カード通知ハガキ印刷等 

イ 役務費  1,750 千円 

利用券引換ハガキ、IC カード通知ハガキ郵送料等 

ウ 委託料  1,880 千円 

システム保守、ポイント付与業務委託等 

エ 使用料及び賃借料  854 千円 

ポイント交換機賃借料（ハートセンター分） 

オ 扶助費  101,870 千円 

交通助成費 

カ その他費用  611 千円 

予 算 説 明 書 
事  業  名 予 算 額 

ページ 款 項 目 番号 

154～155 

3 

民生費 

１ 

社会福祉費 

2 

障害者 

福祉費 

10-2 障害者交通費助成費 

千円 

 

１１１，４７１ 

利用券等の種類 
ＩＣ 

カード 
タクシ 
ー 

ガソ 
リン 船舶 

コミュニ
ティバス 

合計 
福祉タ
クシー 

未交 
換 

対象者
計 

登録又

は交付

人数 

（割合） 

令和３年度 
6,297 

（23.2%） 

9,607 

（35.4%） 

7,768 

（28.6%） 

49 

（0.2%） 

5 

（0.0%） 

23,726 

（87.4%） 

368 

（1.4%） 

3,031 

（11.2%） 

27,125 

（100%） 

令和４年度 

R5.1.25 現在 

6,424 

（23.5%） 

9,351 

（34.3%） 

7,736 

（28.4%） 

43 

（0.2%） 

4 

（0.0%） 

23,558 

（86.4%） 

334 

（1.2%） 

3,377 

（12.4%） 

27,269 

（100%） 

令和５年度 

見込み 

6,405 

（23.3%） 

9,498 

（34.6%） 

7,649 

（27.9%） 

44 

（0.2%） 

4 

（0.0%） 

23,600 

（86.0%） 

370 

（1.3%） 

3,480

（12.7%） 

27,450 

（100%） 
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４ 財源内訳 

事 業 費 
財 源 内 訳 

国庫支出金 県支出金 地方債 その他※ 一般財源 

千円 

１１１，４７１ 

千円 

- 

千円 

－ 

千円 

０ 

千円 

８，５５２ 

千円 

１０２，９１９ 

※ その他：過疎地域活性化基金繰入金、障害福祉課雇用保険料個人負担金 
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予 算 説 明 書 
事  業  名 予 算 額 

ページ 款 項 目 番号 

 

156～157 

3 

民生費 

1 

社会福祉費 

2 
 

障害者 
福祉費 

13-1 

【単独】障害者福祉施設 

整備事業費 

障害福祉センター 

千円 

 

４５，２００ 

 

１ 概  要 

   障害福祉センター（所在地：長崎市茂里町２番４１号 もりまちハートセンター内）は、平成４年４月の開

設から 30 年以上経過し、各種施設・設備に劣化がみられるため、利用者が安心して施設を利用できるよ

う、計画的に整備を行う。 

 

２ 事業内容 
 

工事名 内  容 備  考 

 
 吸収冷温水機（２号機）
更新工事 

 
45,200千円 

 
館内の空調を行うための装置で

２台のうちの 1 台であり、設置から
30 年以上経過しており、定期的に
オーバーホールを実施し、長寿命
化のためのメンテナンスを実施し
てきたが、経年劣化が著しいた
め、新しい設備に更新する。 
なお、１号機は令和２年度に更

新工事済み。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

３ 財源内訳 

事  業  費 
財 源 内 訳 

国庫支出金 県支出金 地方債※ その他 一般財源 

千円 

４５，２００ 

千円 

－ 

千円 

－ 

千円 

３６，１００ 

     千円 

－ 

千円 

９，１００ 

 

※ 地方債（社会福祉施設整備事業） 充当率 80％（交付税措置率 －％） 
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１ 概 要 

高齢者が交通機関を利用することにより、社会参加の機会を増やし、もって高齢者の生きがいを高め

るとともに介護予防に繋げることを目的として、年度中に満 70 歳以上の誕生日を迎える者に対し、 

5,000 円程度の交通費助成を行う。 

２ 助成実績及び見込み                                            単位：人 

３ 事業費 

（１）事業費合計  428,625 千円 

（２）事業費内訳 

ア 需用費  5,183 千円 

利用券、利用券引換ハガキ、IC カード通知ハガキ印刷等 

イ 役務費  8,123 千円 

利用券引換ハガキ、IC カード通知ハガキ郵送料等 

ウ 委託料  12,467 千円 

システム保守、ポイント付与業務委託等 

エ 使用料及び賃借料  2,772 千円 

ポイント交換機賃借料 

オ 扶助費  400,080 千円 

交通助成費 

４ 財源内訳 

事 業 費 
財 源 内 訳 

国庫支出金 県支出金 地方債※１ その他※２ 一般財源 

千円 

428,625 

千円 

- 

千円 

－ 

千円 

32,200 

千円 

279,595 

千円 

116,830 

※１ 過疎対策事業債…総事業費×7.498％(過疎地域交付率) ×充当率 100％（交付税措置率 70％） 

※２ いきいき長寿社会基金 

予 算 説 明 書 
事  業  名 予 算 額 

ページ 款 項 目 番号 

156～157 

3 

民生費 

１ 

社会福祉費 

3 

高齢者 

福祉費 

3-2 高齢者交通費助成費 

千円 

 

４２８，６２５ 

利用券等の種類 ＩＣカード タクシー 船舶 
コミュニティ 

バス 
合計 未交換 対象者計 

登録又は 

交付人数 

（割合） 

令和３年度 
29,551 

（31.3%） 

57,112 

（60.5%） 

276 

（0.3%） 

104 

（0.1%） 

87,043 

（92.2%） 

7,366 

（7.8%） 

94,409 

（100%） 

令和４年度 

R5.1.25 現在 

29,107 

（30.3%） 

58,969 

（61.3%） 

270 

（0.3%） 

65 

（0.1%） 

88,411 

（92.0%） 

7,743

（8.0%） 

96,154 

（100%） 

令和５年度 

見込み 

30,368 

（31.2%） 

60,212 

（61.9%） 

278 

（0.3%） 

68 

（0.1%） 

90,926 

（93.5%） 

6,290

（6.5%） 

97,216 

（100%） 
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１ 概 要 

避難行動要支援者及び消防、警察、自治会などの避難支援等関係者が緊急時に迅速な対応ができる

よう避難行動要支援者の情報を整備し、避難支援等関係者へ情報提供を行うことで地域の支援体制を

構築する。 

２ 事業内容 

避難行動要支援者名簿の更新を行うとともに、新たに避難行動要支援者となったかた約 4,500 人の情

報を、避難支援等関係者へ提供することに係る同意勧奨を行う。 

また、避難行動要支援者約 26,000人のうち、在宅で支援者がいないと思われる要介護２以上のかた約

5,300 人を優先的に、令和 7 年度までに個別避難計画作成に係る調査を予定しており、令和５年度は要

介護３～５の世帯状況不明者等約 2,000 人の調査を行う。 

３ 事業費 

（１）事業費合計  8,405千円 

（２）事業費内訳 

ア 需用費  431千円 

送付用封筒印刷等 

イ 役務費  762千円 

郵送料等 

ウ 委託料  6,805千円 

避難行動要支援者登録者入力委託(2,758千円)、個別避難計画作成業務委託(4,047千円) 

エ その他費用  407千円 

４ 財源内訳 

事 業 費 
財 源 内 訳 

国庫支出金 県支出金 地方債 その他※１ 一般財源※２ 

千円 

8,405 

千円 

- 

千円 

－ 

千円 

- 

千円 

2 

千円 

8,403 

※１ 保険料個人負担金（会計年度任用職員分） 

※２ 一部地方交付税措置  

予 算 説 明 書 
事  業  名 予 算 額 

ページ 款 項 目 番号 

158～159 

3 

民生費 

１ 

社会福祉費 

3 

高齢者 

福祉費 

5-2 避難行動要支援者支援費 

千円 

 

８，４０５ 
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長崎市個別避難計画作成事業イメージ図 

目指す取り組み体制 災害時における命を守る避難の確保(減災) 

 
 

 

防災活動に関すること 

・マイ避難所 

・地域防災マップ 

・自主防災組織 等 

 

避難行動要支援者の 

ささえあい体制づくり

支援に関すること 

 

 

避難行動要支援者の登録

に関すること 

 

 

 

長 崎 市 

防災危機管理室 

高齢者すこやか支援課 
障害福祉課  
健康づくり課 
こども健康課 

 

総合事務所 地域福祉課 

中央総合事務所 総務課 

 

民生委員児童委員 

避難支援等関係者・地域コミュニティ連絡協議会等 

 
 

消防団 警察 地域包括支援センター 自治会・防災組織 

・避難行動要支援者名簿の活用 

・平常時の声かけ・見守り活動 

・ささえあい体制づくり 

（例）ささえあいマップの作成・更新 

・防災講習 ・避難訓練 

共助 

・日ごろから地域の方との顔の見える

関係づくり、避難訓練への参加 

・私の(マイ)避難所の決定 

・災害情報の入手及び避難方法の確保 

・避難時の必要物品の確認 

・避難所で配慮して欲しいこと 

        ⇓ 
・避難行動要支援者名簿提供への同意 

・私の(マイ)個別避難計画の作成  

及び支援者等との共有 

自助 

 

 

居宅介護支援専門員 
（ケアマネジャー） 

避
難
行
動
要
支
援
者
の
名
簿
提
供 

 

地
域
さ
さ
え
あ
い
体
制
づ
く
り
の
支
援 

個
別
避
難
計
画
の
情
報
提
供 

情報共有 

変更 等 

地
域
の
防
災
力
向
上
・
避
難
体
制
づ
く
り
の
支
援 

助言・協力 

依頼 

地域コミュニティ連絡協議会

や地域ケア推進会議等の機会

を活用した主体的な避難支援

の役割分担・調整 

 

共助力の向上 

長崎市介護支援専門員連絡協議会
への委託 

避難行動要支援者 

公助 

・個別避難計画の作成 

・避難行動要支援者名簿提供同意の勧奨 

・市及び支援者等との個別避難計画の共有 

・「安心カード」として要支援者宅に保管 

自助力の向上 

参 考 

-29-


